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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　　２社

 

・連結子会社の名称　　　　　　株式会社プラザクリエイト、株式会社プラザクリエイトスタッフサービ
ス

(2) 会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
その他有価証券
・時価のあるもの　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。
・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法によっております。

ロ．デリバティブ　　　　　　　原則として時価法によっております。
ハ．たな卸資産

・商品　　　　　　　　　　　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法により算定）によっております。
また、一部の商品は個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっております。

・製品　　　　　　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）によっております。

・原材料　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）によっております。

・貯蔵品　　　　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法により算定）によっております。

②重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産　　　　　　　定額法によっております。
（リース資産除く）　　　　　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

・建物及び構築物　　　15～47年
・機械装置及び運搬具　 5 ～ 6 年

ロ．無形固定資産
（リース資産除く）

自社利用ソフトウェアは、見込利用可能期間（３～５年）を耐用年数と
する定額法によっております。
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ハ．リース資産（借手）　　　　・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用してお
ります。
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース契約期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってお
ります。

③重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については債権の回収可能性を個別
に検討して算出した貸倒見積額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計
年度の負担額を計上しております。

④退職給付に係る会計処理の方法
　一部の国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都
合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。

⑥重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。

なお、金利スワップ取引のうち、「金利スワップの特例処理」（金融商
品に関する会計基準注解（注14））の対象となる取引については、当該
特例処理を適用しております。

ロ．ヘッジ手段と　　　　　　　ヘッジ手段……金利スワップ取引
ヘッジ対象　　　　　　　　ヘッジ対象……将来の相場（金利）の変動により将来キャッシュ・フロ

ーが変動するリスクのある借入金
ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　金利リスクのある借入金については、金利スワップ取引により金利リス

クをヘッジしております。
ニ．ヘッジ有効性

評価の方法
ヘッジ対象及びヘッジ手段について、それぞれのキャッシュ・フロー総
額の変動額を比較し、両者の変動額を基礎にして検証しておりますが、
ヘッジ対象及びヘッジ手段について元本、利率、期間等の重要な条件が
同一である場合には、本検証を省略することとしております。

⑦その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．消費税等の会計処理　　　　税抜方式によっております。
ロ．のれんの償却方法及び償

却期間
のれんは５年で均等償却又は一括償却しております。
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２．連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①担保に供している資産
建物及び構築物
土地

79,421千円
373,735千円

計 453,157千円
②担保に係る債務

買掛金 9,959千円
未払金
短期借入金

2,676千円
38,250千円

計 50,885千円
(2) 有形固定資産の減価償却累計額 4,999,367千円
(3) 保証債務

他の会社のリース債務に対する保証
シンプレスジャパン株式会社 44,385千円

計 44,385千円

３．連結損益計算書に関する注記
減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。
場 所 用 途 種 類 金額（千円）

東日本地区　　17店舗 店 舗 建 物 等 22,921

関　東地区　　43店舗 店 舗 建 物 等 45,974

西日本地区　　36店舗 店 舗 建 物 等 86,277

本　部　等 共 用 資 産 等 建 物 、 機 械 装 置
及 び 運 搬 具 そ の 他 453

合 計 155,627
　当社グループは店舗資産については店舗、その他の事業用資産については管理会計上の区分によって資
産のグルーピングを行っております。なお、賃貸用不動産及び遊休資産については、当該資産を独立した
グルーピングとしております。店舗については、営業損益が継続してマイナス等である店舗を対象に帳簿
価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。その内訳は、
建物及び構築物121,556千円、その他33,618千円であります。なお、店舗の回収可能価額は、使用価値
により測定しており、将来キャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスであるため回収可能価額は零
として評価しております。また、本部等の廃棄を決定した共用資産等について帳簿価額を回収可能価額ま
で減損しました。その内訳は、建物52千円、機械装置及び運搬具401千円であります。
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の総数に関する事項
株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 13,836,258株 －株 －株 13,836,258株

(2) 剰余金の配当に関する事項
①配当金支払額等

2019年６月27日開催の第32回定時株主総会による配当に関する事項
・配当金の総額 89,736千円
・１株当たり配当額 7.00円
・基準日 2019年３月31日
・効力発生日 2019年６月28日

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度となるもの
2020年６月26日開催の第33回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 88,826千円
・１株当たり配当額 7.00円
・基準日 2020年３月31日
・効力発生日 2020年６月29日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

５．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を
調達しております。
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。ま
た、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。
　借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワ
ップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバティブは内部管理規程に従い、実
需の範囲で行うこととしております。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注）
２．参照）。

(単位：千円)
連結貸借対照表

計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 1,642,456 1,642,456 －
(2) 受取手形及び売掛金 1,912,038 1,912,038 －
(3) 未収入金 419,306 419,306
(4) 投資有価証券

その他有価証券 17,695 17,695 －
(5) 長期貸付金（＊1） 103,689 100,367 △3,322
(6) 敷金及び保証金 1,654,290 1,705,096 50,805
資産計 5,749,476 5,796,959 47,483
(1) 買掛金 1,417,369 1,417,369 －
(2) 未払金 625,916 625,916 －
(3) 短期借入金 1,850,000 1,850,000 －
(4) 未払法人税等 11,593 11,593 －
(5) 長期借入金（＊2） 4,196,762 4,196,710 △51
(6) リース債務（＊3） 1,013,460 1,025,087 11,626
(7) 長期預り保証金 229,665 222,993 △6,672
負債計 9,344,767 9,349,669 4,902
デリバティブ取引 － － －

（＊1）　長期貸付金には１年内回収予定として「その他」に区分表示した短期貸付金を合算しております。
（＊2）　長期借入金には１年内返済予定として区分表示した短期借入金を合算しております。
（＊3）　リース債務には１年内返済予定として区分表示したリース債務を合算しております。
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産
(1) 現金及び預金、 (2) 受取手形及び売掛金、並びに (3) 未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ
っております。
(4) 投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
(5) 長期貸付金
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　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び国債の利回
りにより割り引いた現在価値によっております。
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(6) 敷金及び保証金
　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び国債の利回
りにより割り引いた現在価値によっております。

負　債
(1) 買掛金、(2) 未払金、(3) 短期借入金、並びに (4) 未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ
っております。
(5) 長期借入金

　長期借入金の時価は、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り
引いた現在価値によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象と
されており（下記デリバティブ取引参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合
計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いた現在価値に
よっております。また、一部の長期借入金の時価は、変動金利によるため、時価は帳簿価額と近似
していることから、当該帳簿価額によっております。
(6) リース債務

　リース債務の時価は、元利金の合計額を新規に同様のリース契約を行った場合に想定される利率
で割り引いた現在価値によっております。
(7) 長期預り保証金

　長期預り保証金の時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとにその将来キャッシュ・フローを
返済期日までの期間及び国債の利回りにより割り引いた現在価値によっております。

デリバティブ取引
　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて
いるため、その時価は、当該長期借入金に含めて記載しております（上記負債(5) 参照）。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：千円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 5,061

その他 62,483

　これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もること等ができず、時価
を把握することが極めて困難と認められることから、「(4) 投資有価証券」には含めておりません。
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６．賃貸等不動産に関する注記
(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の子会社では、神奈川県その他の地域において、賃貸用建物（土地を含む）を有しておりま
す。
(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

(単位：千円)
連結貸借対照表計上額 時価

1,427,464 1,693,045
（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま

す。
２．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づく社外の不動産鑑定士による評

価額または、自社で算定した金額（指標を用いて調整を行ったものを含む）であります。

８．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 181円72銭
(2) １株当たり当期純利益 9円81銭

９．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

（注）　記載金額は、表示数値未満の端数を切り捨てて表示しております。ただし、１株当たり情報に関する注
記については、表示数値未満の端数を四捨五入して表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法によっております。
その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。

・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法によっております。
②デリバティブ　　　　　　　　　原則として時価法によっております。
(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産　　　　　　　　　定額法によっております。
（リース資産除く）　　　　　　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

・建物　　　　　　　　　　10～18年
・車両運搬具　　　　　　　４～６年
・工具、器具及び備品　　　２～８年

②無形固定資産
（リース資産除く）

自社利用ソフトウェアについては、見込利用可能期間（３～５年）を耐
用年数とする定額法によっております。

③リース資産（借手）　　　　　　・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用してお
ります。
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース契約期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってお
ります。

(3) 引当金の計上基準
①貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については債権の回収可能性を個別
に検討して算出した貸倒見積額を計上しております。

②賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負担
額を計上しております。

(4) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建の資産及び負債は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。

(5) ヘッジ会計の方法
 

・ヘッジ会計の方法　　　　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップ取引のうち、
「金利スワップの特例処理」（金融商品に関する会計基準注解（注14））
の対象となる取引については、当該特例処理を適用しております。

・ヘッジ手段　　　　　　　　　金利スワップ取引
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・ヘッジ対象　　　　　　　　　将来の相場（金利）の変動により将来キャッシュ・フローが変動するリ
スクのある借入金

・ヘッジ方針　　　　　　　　　金利リスクのある借入金については、金利スワップ取引により金利リス
クをヘッジしております。

・ヘッジ有効性
評価の方法

ヘッジ対象及びヘッジ手段について、それぞれのキャッシュ・フローの
総額の変動額を比較し、両者の変動額を基礎にして検証しております
が、ヘッジ対象及びヘッジ手段について元本、利率、期間等の重要な条
件が同一である場合には、本検証を省略することとしております。

(6) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
①消費税等の会計処理　　　　　税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記
　該当事項はありません。

３．貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 44,634千円
(2) 保証債務

関係会社の債務に対する保証
株式会社プラザクリエイト
金融機関からの借入 239,880千円
仕入取引に対する債務 1,228,440千円
リース取引に対する債務 974,663千円

計 2,442,984千円
他の会社の債務に対する保証

シンプレスジャパン株式会社
リース取引に対する債務 44,385千円

計 44,385千円
(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

その他の短期金銭債権 252,958千円
その他の短期金銭債務 4,791千円
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４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高
売上高 304,560千円

営業取引以外の取引による取引高 178,775千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数
普 通 株 式 1,016,701株 130,000株 －株 1,146,701株

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 801千円
貸倒引当金繰入超過額 602,716千円
関係会社株式 25,643千円
減損損失 7,051千円
税務上の繰越欠損金 280,990千円
その他 6,368千円

繰延税金資産小計 923,572千円
評価性引当額 888,972千円
繰延税金資産合計 34,600千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 6,653千円
資産除去債務の適用に伴う有形固定資産 2,067千円

繰延税金負債合計 8,720千円
繰延税金資産の純額 25,879千円
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７．関連当事者との取引に関する注記
(1) 子会社

種類 会社等の
名称 所在地

資本金又
は出資金
（千円）

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当
事者と
の関係

取引の内容 取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

子会社
株 式 会
社 プ ラ
ザ ク リ
エイト

東京都
中央区 10,000

プリント
ショップ
の経営と
フランチ
ャイズの
展開並び
にＷｅｂ
サイトを
運営

携帯販売

直接
100.0

資金の援助
役員の兼任

手数料収入
（注１） 303,960 売掛金 27,863

従業員出向
料
（注２）

2,818,921
未収入金 224,242

立替経費
（注３） 13,694

受取利息
（注４） 178,683

長期貸付金 9,170,879資金の貸付
（注４） 2,920,000

資金の返済 2,080,000
貸倒引当金
戻入益
（注５）

30,604 貸倒引当金 1,778,046

銀行借入に
対する債務
保証
（注６）

239,880 － -

仕入先に対
する債務保
証
（注７）

1,228,440 － -

リース取引
に対する債
務保証
（注８）

974,663 － -

従業員受入
出向料
（注９）

11,734 未払金
（注１） 4,679

立替経費
（注10） 3,699

子会社

株 式 会
社 プ ラ
ザ ク リ
エ イ ト
ス タ ッ
フ サ ー
ビス

東京都
中央区 10,000

障害者雇
用特例子
会社

直接
100.0

資金の援助
役員の兼任

受取利息
（注４） 91 長期貸付金 66,800

貸倒引当金
戻入益
（注５）

4,336 貸倒引当金 58,798

－ 12 －



(2) 役員及び個人主要株主等
 　該当事項はありません。

取引条件及び取引条件の決定方法等
(注)１．当社は、ブランド管理及び経営指導並びに管理業務の対価として、手数料収入を受け取っております。

ブランド管理は、ロイヤリティとして店舗の売上高の一定割合により、経営指導及び管理業務は概ね
実費に基づき、グループ会社との間で同一の合理的な基準により決定しております。
　なお、ロイヤリティについては、年度売上高予算額により算出した金額を月数案分した金額にて月
度の請求額とし、年度売上高実績値により算出した金額との差額を年度末において精算することとし
ております

２．従業員出向料については、当社従業員の子会社への出向に対する対価であり実費に基づいた金額であ
ります。

３．立替経費については、当社が子会社の諸経費を立て替えたものであり実費に基づいた金額であります。
４．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
５．貸倒引当金の設定については、貸付金に対して事業計画に基づき行ったものであります。
６．銀行借入（２億39百万円、期限５年）に対する債務保証を行ったものであります。なお、保証料は受

領しておりません。
７．通信会社等からの仕入債務に対するものであります。
８．リース取引によるリース債務に対するものであります。
９．従業員受入出向料については、子会社従業員が当社に出向した対価であり実費に基づいた金額であり

ます。
10．立替経費については、子会社が当社の諸経費を立て替えたものであり実費に基づいた金額でありま

す。

８．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 188円08銭
(2) １株当たり当期純利益 9円49銭

９．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

（注）　記載金額は、表示数値未満の端数を切り捨てて表示しております。ただし、１株当たり情報に関する注
記については、表示数値未満の端数を四捨五入して表示しております。

－ 13 －


